
企業版ふるさと納税とは

企業版ふるさと納税は、国が認定した地方創生プロジェクトに対して、企業の皆さまが、

寄附を通じて地方公共団体の取組を応援いただいた場合に、法人関係税から税額控除を受けてい

ただける制度です。

寄附をしていただいた企業は、損金算入による税の軽減効果（寄附額の約３割）と合わせて、

最大で寄附額の約９割の税額控除を受けていただけます。

①日野町役場（企画振興課）に寄附申込書をご提出ください。(申込書は、町のホームページ

からもダウンロードできます。）

②寄附の払い込みの確認後、寄附をいただいた企業に対して受領証を交付します。

③受領証に基づき、地方公共団体や税務署で税制上の優遇措置をお受けください。

・ 本社が日野町に所在する場合は、対象となりません。

・ 1回当たり１０万円以上の寄附が対象となります。

日野町の地方創生プロジェクトについて

※ 企業版ふるさと納税の詳しい内容は、内閣府地方創生推進事務局ホームページをご覧ください。

留意事項

日野町では、地域を元気にするための4つの基本目標を掲げ、以下の事業に取り組んでまいり

ます。当町のまちづくりにご支援を賜りますようお願いします。

① 結婚・出産・子育ての希望をみんなで支えてかなえる事業

② 地域資源を活かし、地域経済の活力と暮らしを支える雇用をつくる事業

③ まちの魅力を活かし、交流を育み新しい人の流れをつくる事業

④ くらしやすい地域を育み、安心して住み続けられるまちをつくる事業

寄附の流れについて



税額控除の特例措置について

【税目ごとの特例措置の内容】

① 法人住民税

寄附額の４割を税額控除（法人住民税法人税割額の２０％が上限）

② 法人税

法人住民税の控除額が寄附金の４割に達しない場合、その残額を税額控除（ただし、寄附額の1割、
法人税の５％が上限）

③ 法人事業税

寄附額の２割を税額控除（法人事業税額の２０％が上限）

寄附額
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損金算入による軽減
効果（約３割）
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{①＋(②)}＋③
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〈寄附例〉

寄附額 1000万円 の場合

現行の損金算入措置による軽減効果 1000万円 × 0.3 = 300万円

① 法人住民税 1000万円 × 0.4 = 400万円

法人住民税の控除額が寄附金の4割に達しない場合 (例.300万円の場合)

② 法人税 400万円 – 300万円 =  100万円

※ ただし、寄附額の１割または、法人税の５％が上限

③ 法人事業税 1000万円 × 0.2 = 200万円

法人事業税額の２０％を超える場合は、法人事業税額の２０％が税額控除

最大 900万円 の税額控除

損金算入による軽減
効果（約３割）

国税＋地方税

{①＋(②)}＋③
（約６割）

軽減効果最大
約9割に拡充

企業負担
約1割

令和元年度まで

令和２年度から


